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Cuttiing Edgeという言葉には、「刃の先端」「最先端」

という意味があります。ディスコが創業当初より「砥石

（刃）」を作り続けることで培い、受け継いできたモノ

づくりへの熱意を糧に、これからの最先端の技術領域

を切り拓いていきたいという思いを、このタイトルに

込めました。

　本誌では、ディスコの業況や経営方針、財務状態

や最新技術情報などを株主のみなさまにタイムリー

にお伝えしていきます。

　なお、Cuttiing Edgeは72期 通期よりペーパレス

化し、W e b サイトのみでの掲 載とさせていただきま

す。ディスコは法令に定められた範囲にとどまることな

く、これからも積極的なIR活動に努め、適切かつ合理

的な手法を用いて情報開示を行ってまいります。

http://www.disco.co.jp/jp/corporate/outline/index.shtml
http://www.disco.co.jp/jp/ir/stock/info.shtml
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スマートフォンなどの市場拡大を背景とし、 
顧客ニーズに柔軟に対応したことで、 
売上高は過去最高を更新しました。

社長メッセージ
To Our Shareholders

３月11日に発生した東日本大震災において被災された

方々に、謹んでお見舞い申し上げます。また一刻も早い

復旧・復興を心よりお祈り申し上げます。

事業環境・業績

当期（2010年4月1日から2011年3月31日まで）の世界経

済は、地域によるばらつきがあるものの、中国などの新

興国経済が牽引役となり、概ね堅調に推移しました。半

導体業界においては、第３四半期にメーカ各社が一時

的な在庫調整を行なったものの、スマートフォンなどの

世界的な流行が底堅い需要に繋がり、期全般を通じて

良好な状態が継続しました。当社グループはこのような

状況のなかで積極的な販売活動を行った結果、当期の

売上高が過去最高を更新いたしました。

　精密加工装置においては、ICやパッケージシンギュ

レーション向けのダイシングソーの出荷が堅調に推移し

たことに加え、レーザソーではLED向けの出荷台数が前

年度に比べ大幅に増加しました。これは従来のバックラ

イト用途に加え、照明用途の市場が急速に立ち上がって

きたことによるものです。また、グラインダはウェーハの

薄化技術の進展に伴い、ハイエンド機を中心に出荷が

大きく伸びました。消耗品である精密加工ツールについ

ては、為替の影響を受けたものの、半導体の生産数量

の増加に比例し、過去最高の出荷数量となりました。

顧客ニーズ対応力の向上

半導体需要が堅調に推移するなか、ディスコは市場の

さらなる拡大に対応すべく、製品供給能力や国内外拠

点サービス力、社内組織力など、企業としての総合力の

向上に努めております。特に、半導体・電子部品業界の

構造変化により生産拠点がこれまで以上に集中するア

ジア地域においては、積極的な設備投資を継続し、拠点

能力の増強とお客様満足度の向上を図ってまいります。

また、高度化するウェーハ薄化技術や、新たな用途への

広がりをみせるレーザアプリケーション、さらに今後見

込まれるウェーハサイズの450mm化などに対応すべ

く、ディスコは今後も研究開発活動を加速させ、製品ラ

インナップの拡充やアプリケーション技術の向上を行っ

てまいります。

DISCO VISION 2020を策定

ディスコは、『2010年におけるあるべき姿』を描いた

「DISCO VISION 2010」の実現に向けて、1997年から全社

を挙げて取り組んでまいりました。この度、その達成年度

を迎えたことから、DISCO VISION 2010を形成する各指

標について振り返りを行った結果、全24項目のうち16項

目が基準をクリアし、その割合は66.7％となりました。 

この結果を踏まえ、さらにこれからの10年間についての

“あるべき姿”を設定した「DISCO VISION 2020」を新たに

策定いたしました。「DISCO VISION 2020」は『企業を構

成する要素』と『当社を取り巻くステークホルダーとの関

係性』の2つの観点を取り入れており、ディスコの将来像

をより多面的・立体的に描いています。

　今後、どんな環境においても生き抜く卓越した生命力

を持つ企業となるよう、ディスコの従業員一人一人が主

体性を発揮して企業活動の質の向上に努めてまいりま

す。株主のみなさまにおかれましては、一層のご支援ご

鞭撻を賜わりますようお願い申し上げます。

2011年6月

代表取締役社長　関家一馬
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当期の半導体業界や電子部品業界では、スマートフォン

やタブレットPCなどの最終製品需要の拡大から、DRAM

やNANDフラッシュ、電子部品などメーカ各社による増

産の為の設備投資が非常に活発に行われました。また、

薄型TVのバックライト用途に加え、照明用途にも需要が

増加しているLEDの設備投資も積極的に行われました。

　当社グループは、このような市場環境に合わせ積極的

な販売活動と生産対応に努めた結果、売上高は過去最

高を記録し、為替の影響による売上高総利益率の伸び

悩みや研究開発費など販売管理費の増加があったもの

の、前期と比較して大幅な増益となりました。

　以上により2010年度の業績は、売上高997億円（前期

比61.5%増）、営業利益159億15百万円（同241.0%増）、 

経常利益171億90百万円（同276.9%増）、純利益109億

45百万円（同343.1%増）となりました。　

■財政状態について
当期末の総資産は1,392億40百万円（前期比149億27

百万円増）となりました。これは製品需要の拡大により 

受取手形および売掛金が増加したほかに、急激な装置

需要に合わせた棚卸資産の増加などによるものです。一

方、負債合計は416億6百万円（前期比53億85百万円増）

となりました。これは材料などの仕入れが増加したことに

より支払手形及び買掛金や未払金などが増加した一方、

長期借入金が減少したことによるものです。これらの結

果、純資産は976億33百万円（前期比95億41百万円増）

となり、自己資本比率は69.4%（前期比0.9ポイント減）と

なりました。

財務ハイライト
Financial Highlights
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純利益・1株当たり純利益 ■配当について
当社は業績に連動した配当を実施することを基本方針と

し、配当性向は連結当期純利益の20%としておりますが、

利益水準に関わらず安定配当として最低限年間20円を

維持いたします。なお、次期（2012年3月期）より業績を 

よりリアルタイムに反映した配当政策へ変更いたします。

これまで「配当性向を連結当期純利益（通期）の20%」と

しておりましたが、中間、期末の配当総額についてそれ

ぞれ「連結半期純利益の20%」と変更いたします。

　当期の配当につきましては、1株当たりの中間配当を

25円としましたので、従来の配当政策に基づき、期末 

配当は40円（年間65円）とさせていただきます。
注）�ただし安定配当に関する方針に変更はありません。

当期の概況

通期の連結業績予想

半導体・電子部品市場の需要は堅調で、メーカ
各社の設備投資は引き続き高水準で推移する 
と見込んでいます。精密加工装置はレーザソー
を中心として好調な販売を維持すると予想し、
精密加工ツールは対前年比約10％増を見込ん
でいます。なお、為替レートは1ドル80円を前提
としています。このような市場の状況を勘案した
結果、次期（2012年3月期）の連結業績は111億
円の当期純利益を見込んでいます。

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり
当期純利益

103,700 17,200 17,300 11,100 329.54円

（金額の単位：百万円）2012年3月期
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■免震構造をもつ建屋の広がり
精密加工ツールを製造している呉工場B棟（2007年11月
竣工）をはじめ、本社R&DセンターB棟（2008年11月竣
工）、精密加工装置を製造する桑畑工場A棟（2010年1月
竣工）、製品の主要部品や周辺機器などを生産している
茅野工場A棟（2010年6月竣工）などでは、いずれも免震
構造を採用しています。また、2011年11月には呉工場に
免震構造を有する新棟を増設する予定です。免震構造は
建物にある全ての柱と地面の間に配備され、地震の揺れ
を吸収し軽減します。これにより、万が一被災した場合に
も、建屋内部にある製造設備は致命的な損傷を負うこと
なく早急な復旧を可能にします。

■原材料の確保
災害時の製品原材料調達を目的として、複数の調達ルー
トを確保しています。また特定の重要原材料については、
免震構造棟内にある倉庫に6ヶ月～12ヶ月分の必要量を
備蓄しています。

■精密加工ツールの供給体制
日常的に消費される精密加工ツールは、その供給が滞る
と半導体製品の生産体制に多大な影響を及ぼすことが
考えられます。そこでディスコは2008年12月に事業継続
マネジメントシステム規格「BS25999-2：2007」の認証を
取得し、2011年1月にはその認証範囲を精密加工ツール
にまで拡大しました。また、従来広島県の呉工場のみで
行っていた精密加工ツールの製造ですが、主要品種につ
いては約10キロ離れた桑畑工場でも実施できる環境を

Close Up ! 1

ディスコは供給責任を果たし続けます
ディスコの製品は、世界中で使われている半導体の製造工程に欠かせないものと
なっていますが、本社・R&Dセンターや工場などの主要機能は地震が起こる日本
にあります。このためディスコは、より「安心して取引できる会社」「安心して働ける
会社」になることを目指し、2003年からBCM※体制の構築・維持に取り組んでいま
す。これから紹介する数々の地震対策を通じて、ディスコは安定した製品供給や高
度なソリューションの提供を継続していきます。

地震に強い生産拠点

安心して取引できる会社を目指し、
地震の脅威に備えた体制づくりを進めています。

積層ゴムによるダンパー効果にて
震動を低減する免震設備

※BCMとは？
Business Continuity Management 事業継続管理のこと。潜在的なリスクや顕在化したリスクが
企業に及ぼす事業運営上の影響を特定し、確固とした方針を持って、災害時初期活動計画や災
害時事業継続計画を管理、運用していきます。

調達リスク対策

調達先の複数化
代替可能なものから順次複数社
購買を実施

調達リードタイムが長期間、代替
評価に時間がかかる生産部材

通常生産量の6ヶ月分を備蓄

ダイヤモンド砥粒 通常生産量の12ヶ月分を備蓄

整えています。さらに、地理的に大きく離れた長野県の茅
野工場においても、代替生産ができる体制の構築を検討
しています。

■情報システム対策
製品供給に欠くことのできない各種電子情報は、東京と
広島の2カ所に設置した電算システムへ、それぞれ二重
に保管しています。通常時は免震構造棟がある本社（東
京）のシステムにより管理されていますが、その運用が
困難な状況になった場合には、ただちに広島事業所のシ
ステムへ切り替えられる体制を整えています。これらのコ
ンピュータシステムは定期的に切り替えテストを行って
おり、その安全性をより確実にしています。

■地震に強い体質づくり
地震による災害を最小限に留めるためには、建物などの
ハード面の対策に加え、従業員の安全意識向上などのソ
フト面の対策も重要です。「理想的な避難方法」「避難時
の姿勢」「地震に耐える体勢」などを独自に研究し、全社を
挙げて定期的に訓練や演習
を行っています。また、災害時
の緊急対策本部の設立補佐
やケガ人の応急処置などを正
式な業務として遂行する「災
害対策要員」を本社R&Dセン
ターにて任命しています。

※BS25999-2：2007とは？
事業継続管理（BCM）のための規格（英国規格協会）。企業の
事業継続に対する潜在的脅威が現実となった際、早期復旧を
実現するためにどのような対策を講じたらよいかを、予め明
確化したものです。

東日本大震災直後の社内。安全
な場所で揺れに耐える従業員
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東日本大震災の影響と支援対応について

2011年3月11日に発生しました東日本大震災のディスコへの
影響についてご報告いたします。

アジアでのサービス向上のために

半導体市場の急速な拡大に対応するために、
アジア地域でのサービス能力の向上を目指します。

Close Up ! Close Up !2 3

この度の東日本大震災において被災されたみ
なさまに謹んでお見舞い申し上げます。一日も
早い復旧を心よりお祈り申し上げます。この震災
おけるディスコへの影響と、被災地に対する支
援対応についてご報告いたします。

■本社・R＆Dセンターの状況
震源地から約380Km離れた本社・R&Dセンター
では震度5を観測しましたが、災害対策の一環と
して免震・耐震構造を以前から採用していたこと
もあり、被害はありませんでした。

■広島事業所の状況
製品を製造している広島事業所では、震源地か
ら約990km離れているため地震による直接の影
響はありませんでした。
　製品別に見ると、精密加工装置ではサプライ
ヤの一部で部品材料の供給に懸念が生じまし
たが、各社の努力もあって現在では問題なく生

産・出荷できています。精密加工ツールの出荷
については、お客さまにおける在庫積み増しな
ど、震災の影響による一時的な受注増加があっ
たものの、6ヶ月分の原材料在庫を取り崩すこと
なく継続的に生産・出荷できています。

■放射線による影響
広島事業所は、福島第一原子力発電所（福島県
双葉郡）からはおよそ834kmの距離があります。 
また、製品出荷に使用している関西国際空港は
約618km、神戸港は約609kmの距離があること
から、当社製品への放射線の影響はありません。
しかし、お客さまにより安心して当社装置をご使
用いただくために、当社工場から海外へ出荷予
定の精密加工装置については、出荷前の放射線
測定を行っています。

■被災地に対する支援対応
・�日本赤十字社を通して2億円の義援金を寄付

いたしました。
・�従業員の社内募金と、会社が行った同額の

マッチング募金の合計金額18,051,261円を、
社会福祉法人中国新聞社会事業団・日本赤十
字社・任意の団体を通じ、義援金として寄付い
たしました。

・�被災した方々の防寒用に、衣料品・カイロ・
毛布などの救援物資1,300点以上を従業員
から集め、３月下旬に宮城県名取市へ届け
ました。

アジア地域の売上高推移
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■東南アジアでの拠点拡充
東南アジア地域では、半導体市場の一層の伸展
が期待され、お客さまのニーズも多様化してき
ています。こういったニーズに対応するために、
シンガポールに2012年3月竣工予定の新社屋
を建設中です。旧社屋と比べ延床面積が6倍以
上になることから、アプリケーション施設・R&D
施設・研修施設を充実・集約し、お客さまが求め
るすべてのソリューションの提供を1カ所で実現
します。
　また、市場規模の拡大が見込まれるベトナム
において、より高品質かつ迅速なサービスを現
地レベルで提供できる体制を整えるため、現地
サービス拠点を新設しました。東南アジア地域
ではシンガポール・タイ・マレーシアに次ぐ当社
4カ国目の拠点となります。

■中国に3つのサポート拠点を新設
アジア経済の牽引役である中国においては、精
密加工装置・精密加工ツール・関連機器の販
売・保守点検などの顧客サポート体制の充実・
迅速化が急務となっています。このため2010年
11月から2011年2月にかけて、新たに北京・深
圳・西安にサポート拠点を開設いたしました。今
回の拠点設立により、ディスコの中国における
拠点数は8拠点となりました。
　今後のさらなる飛躍が期待されるアジア地域
において、これまで以上のお客さま満足度向上
を目指し、さまざまなニーズに対応したトータ
ルソリューションの提供に努めてまいります。


